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教養娯楽費支出に関する一考察

一「バブル」崩壊後における消費の構造変化についての検証-
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1.は じ め に

1991年のいわゆる「バブル」崩壊以降,我が国の経

済は長く低迷を続けている。この要因の一つとして家

計消費の冷え込みがあげられることは周知のとおりで

ある。

総務庁『家計調査年報』によれば,73年の石油危機

の時期を除きほぼ上昇傾向にあった全国勤労者世帯の

一人当たり年間実質消費支出は94年に対前年増加率

が-0.8%と減少に転じ,その後は増減を繰り返すよう

になった。また,消費者物価指数はバブル崩壊後につ

いては消費税が5%に引き上げられた97年に上昇率が

1.8%になったのを除き,大きく変化しておらず,消費

者物価指数が急激に上昇した石油危機の時期における

消費不況とは異なった様相を示しているといえるだろ

う。このような事実から,バブル崩壊以降,消費者の

行動が構造変化を起こしたのではないかといわれるよ

うになっているのである。

しかし,バブル崩壊以後の消費の構造変化について

計量経済学的な分析を行った研究はあまりなく1),特

に費目の分類を詳細にした研究はほとんどみられな

い。しかし,費目を詳細に分析するこ七は重要である

と考えられる。なぜならば,今回のバブル崩壊の影響

は財の性格によってかなり異なっているのではないか

と考えられるからである。そこで本研究ではその目的

を生活をより豊かにすることと関わりが強いと考えら

れる教養娯楽費支出およびこれを財の性格によって分

類した項目別の支出を対象に,バブル崩壊によって消

費に構造変化が生じたのか否か,また生じたならばど

のようなかたちでおこったのかを計量経済学的な手法

を用いて検証することとする2)。

対象となる教養娯楽費の一人当たり年間実質支出の

推移及び対前年増加率について示したものが表1,表

2である。バブル崩壊以降を中心にその推移を概観し

ておこう。教養娯楽費支出は全体としては94年,95年

に減少したが,消費税引き上げの前年にあたる96年に

は大きく増加し,その後横ばいもしくは微増傾向にあ

る。教養娯楽用耐久財においては90年から92年まで減

少傾向にあったが,その後回復し,特に96年に大きく

増加した。教養娯楽用品に関する支出は95年に減少し,

その後微増状態にある。教養娯楽サービス支出は93年

に減少に転じ95年まで続いたがその後増減を繰り返し

-

ていることがわかる。このように各項目ごとにバプル

崩壊後の支出額の増減にはかなり特徴がみられること

が明らかとなった。

2.分析方法と資料

本稿では,被説明変数として教養娯楽費全体及び教

養娯楽用耐久財,教養娯楽用品,教養娯楽サービスの

各項目に対する支出額をとりあげた。被説明変数とし

ては,所得,価格のほかに自由時間を取り上げること

とした。これは,教養娯楽費支出には自由時間活動に

関連する財が多く含まれることを考慮したためであ

る。

ところで構造変化には下記のような場合が考えられ

る3)。

① 定数項に変化が起り,説明変数の係数パラメータ

には変化が生じない場合

② 定数項は不変で,説明変数の係数パラメータが変

わる場合

③ 定数項と説明変数の係数パラメータがどちらも変

化する場合

④ 当該年のみが異常値を示す場合

本研究において想定されるのは①~③の場合である

と考えられよう。

これらの点を考慮し,分析モデルを下記のとおり設

定した。

なお,ここにあげた両対数型モデルだけではなく,

線型のモデルについても計測を行ったが,ここでは,

より当てはまりのよかった両対数モデルを取り上げる

こととした。

上記のモデルにおいてβ)~β7は推定すべき係数であ

る。Qは当該項目の支出額で,全国勤労者世帯一人当

たり年間実質購入金額を用いた。Yは所得で全国勤労

者世帯一人当たり年間実質消費支出を用いた。Pは価

格であり,当該項目の全国品目別消費者物価指数を総

合消費者物価指数で除した相対価格を用いた。wは労

働時間で,常用労働者年間労働時間(従業者規模30人

以上,調査産業計)を用いた。これは,自由時間の時

系列データが連続して得られないため,生理的必要時
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表1.一人当たり年間実質教養娯楽費支出の推移(全国勤労者世帯) (円)

資料:総務庁「家計調査年報」(各年)

注:実質化に際してのデフレータは全国品目別消費者物価指数(1995年=100)を用いた。

表2.一人当たり年間実質教養娯楽費支出の対前年増加率の推移(全国勤労者世帯) (%)

資料:表1に同じ。
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間が一定であるとするとちょうど逆の動きをする労働

時間を代理変数として用いることとしたものである。

Dは,バブル崩壊ダミーで80年~91年までを0, 92年

以降を1としたものである。実質化に際してのデフ

レーターは95年基準の当該項目の全国品目別消費者物

価指数を用いた。

実際の計測にあったっては総務庁「家計調査年報」,

『消費者物価指数年報』及び労働省『労働統計調査月

報』を資料として用いた。

なお,計測期間は80年から98年までの19年間である。

3.計測結果と考察

前述のモデルによる計測結果を示したものが表3で

ある。

教養娯楽費支出全体を被説明変数とした場合に有意

であった要因は,所得,所得の係数パラメータの変化

を表すバブル崩壊ダミー変数,価格の係数パラメータ

の変化を表すバブル崩壊ダミー変数および定数項の変

化を表すバブル崩壊ダミー変数である。バブル崩壊以

前の所得弾力性を示す係数β1は約1.7であった。また,

所得の係数パラメータの変化を表すダミー変数の係数

屁は-1.4でバブル崩壊後,所得の変化に対する反応が

かなり小さくなったことを示している。価格に関して

は係数パラメータの変化を表すダミー変数の係数β4の

み有意であり,消費者がバブル崩壊後,価格を考慮し

て行動するようになったことを示している。定数項の

変化を表すダミー変数の係数であるβ7は予想に反して

正の値をとる結果となった。これは消費者がバブル崩

壊後,所得や価格に対する反応を変化させながらも,

教養娯楽費支出の最低水準については,下げることな

くむしろ上昇させていることを示している。

項目別にみていこう。

教養娯楽用耐久財において有意であった要因は,所

得,所得の係数パラメータの変化を表すバブル崩壊ダ

ミー変数,労働時間の係数パラメータの変化を表すバ

ブル崩壊ダミー変数,および定数項の変化を表すバブ

ル崩壊ダミー変数である。バブル崩壊以前の所得弾力

性は5.2と非常に大きな値をとっており,所得の係数パ

ラメータの変化を表すダミー変数の係数も正で11.4と

非常に大きな値を示している。このことはバブル崩壊

後,所得に対する反応がさらに大きくなったことを示

しており,教養娯楽費全体とは逆の方向に変化してい

る。教養娯楽用耐久財のなかに,近年普及率が急激に

上昇しているパソコン・ワープロ等が含まれているた

めにこのような結果となったとも考えられ,更なる分

析が必要であろう。労働時間の係数パラメータの変化

を表すダミー変数の係数Aは負の値をとっており,バ

ブル崩壊後は労働時間の減少,つまり自由時間の増加

が支出額を増加する方向に働くようになったことを示

している。また,定数項の変化を表すダミー変数の係

数は教養娯楽費全体と同じく正の値を示している。

教養娯楽用品において有意であった要因は所得,所

得の係数パラメータの変化を表すバブル崩壊ダミー変

数および労働時間であった。バブル崩壊以前の所得弾

力性は2.1である｡所得の係数パラメータの変化を表す

バブル崩壊ダミー変数の係数は-0.2で,バブル崩壊

後,所得に対する反応が小さくなったことを示してい

る。労働時間の弾力性を示す係数β;が負の値を示して

いることから,自由時間が増加すると支出額が増加す

ることがわかった。しかし,労働時間については教養

娯楽用耐久財のようにバブル崩壊の影響はみられな

い。定数項の変化を表すダミー変数は有意ではなかっ

た。

教養娯楽サービスにおいて有意であった要因は所

得,価格の係数パラメータの変化を表すバブル崩壊ダ

ミー変数,労働時間および定数項の変化を表すバブル

崩壊ダミー変数であった。バブル崩壊以前の所得弾力

性は1.2でぜいたく財的な性質を持つが,他の項目に比

してそれほど大きなものとはいえないだろう。所得の

係数パラメータの変化を表すバブル崩壊ダミー変数は

有意でなく,所得に対する反応についてはバブル崩壊

の影響はみられなかった。しかし価格の係数パラメー

タの変化を表すバブル崩壊ダミー変数は有意で,バブ

ル崩壊後,消費者が価格に反応を示すようになったこ

とがわかるだろう。教養娯楽用品と同様に労働時間の

弾力性が負の値を示しており,また係数パラメータの

変化を表すダミー変数が有意でないことから,自由時

間の増加が支出額を増加させるが,バブル崩壊の影響

はみられないことがわかった。また定数項の変化を表

すダミー変数は有意であったがその値は小さく,ほと

んど影響を及ぼしていないことがわかった。

これらの結果から明らかになったことは以下のとお

りである。バブル崩壊後の消費の構造変化の有り様は

教養娯楽費の中でも項目によってかなり異なったもの

となっていることがわかった。バブル崩壊後,所得に

対する反応は耐久財ではより大きくなり,教養娯楽用

品では小さくなっていることが明らかになった。教養

娯楽サービスにおいてはその影響がみられなかった。

それまでどの項目でも有意でなかった価格の要因も,

バブル崩壊後,教養娯楽サービスについてのみ,有意

になったことが明らかとなった。労働時間の弾力性は

教養娯楽用品および教養娯楽サービスにおいてはバブ

ル崩壊以前から負値をを示しており,係数パラメータ

の変化を表すダミー変数が有意でなかったことからバ

ブル崩壊の影響はみられないことが明らかになった。

一方,教養娯楽用耐久財についてはバブル崩壊後有意

となり,係数が負値を示すようになったことがわかっ

た。教養娯楽用耐久財には家庭内で用いる財が多いこ

とから,バブル崩壊後においては自由時間を家庭内で

すごすようになったため支出額が増加したのではない
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表3.計測結果

関 根 美 貴

注1:O は,t値を示す。

2:t検定で****は1%水準で,***は5%水準で。**は10%水準で,*は20%水準で有意で

あることを示す。

かと捉えることもできるだろう。定数項の変化を表す

ダミー変数の係数は,教養娯楽用耐久財では正値で,

教養娯楽用品では有意でなかった。教養娯楽サービス

では負の値ではあるが非常に小さいものであった。こ

れらは消費者がバブル崩壊後所得や価格に対する反応

を変化させながらも,各項目の支出の最低水準を維持

するかもしくはより上昇させていることを示している

と考えることもできよう。また,バブル崩壊後も消費

者は生活の質の最低水準は低下させていないとみるこ

ともできるだろう。

4.ま と め

本稿では,バブル崩壊後の消費の構造変化について

検証するため,生活の質を高めることと関連が強いと

考えられる教養娯楽費支出およびその中分類の各項目

の支出を対象に計量経済学的な分析をおこなった。

その結果,バブル崩壊後の消費の構造変化は同じ教

養娯楽費の中でも項目によってかなり異なったものと

なっていることがわかった。所得に対する反応のバブ

ル崩壊後の変化は,項目によってまったく異なってい

た。それまでどの項目でも有意でなかった価格要因に

ついても,バブル崩壊後教養娯楽サービスについての

み有意となったことが明らかとなった。労働時間につ

いてみると,バブル崩壊以前から有意で,係数が負を

示していた教養娯楽用品および教養娯楽サービスにお

いては,係数パラメータの変化を表すダミー変数が有

意でなかったことからバブル崩壊の影響はみられない

ことが明らかになった。一方,教養娯楽用耐久財につ

いてはバブル崩壊後有意となり,負値を示すように

なったことがわかった。教養娯楽用耐久財には家庭内

で用いる財が多く含まれていることから,バブル崩壊

後においては自由時間を家庭内で長くすごすように

なったため支出額が増加したのではないかと捉えるこ

ともできるだろう。定数項の変化を表すダミー変数の

係数は教養娯楽用耐久財では正値で,教養娯楽用品で

は有意でなかった。教養娯楽サービスでは負の値では

あるが非常に小さいものであった。これらは消費者が

バブル崩壊後所得や価格に対する反応を変化させなが

らも,各項目の支出の最低水準を維持するかむしろ上

昇させていることを示していると考えることもできよ

う。また,バブル崩壊後も消費者は生活の質の最低水

準は低下させていないとみることもできるだろう。

以上教養娯楽費およびその中分類項目について分析

を行ってきたが,今後,費目の拡張など更に詳細な分

析を行いたい。

1

2

注

たとえば溝口(1995)などがあげられよう。

総務庁「家計調査年報」の教養娯楽費,およびその中分類項

目を対象とした。なお,中分類項目には書籍･他の印刷物も

含まれるが,良好な計測結果が得られなかったため,やむを

得ず省略した。

3)吉野・高橋(1990) 123~128頁参照。
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